JAPAN 

ぽ EDICT OF GOVERNMENT 

In order to promote public education and public safety, equal justice for all, 
a better informed citizenry, the rule of law, world trade and world peace, 
this legal document is hereby made available on a noncommercial basis, as it 
is the right of all humans to know and speak the laws that govern them. 



JIS B 9710 (2006) (Japanese) : Safety of machinery 
—― Interlocking devices associated with guards —― 
Principles for design and selection 



丄 * * t ♦ * « w * * * * * 

ISO INSIDE 



The citizens of a nation must 
honor the laws of the land. 

Fukuzawa Yukichi 



BLANK PAGE 




PROTECTED BY COPYRIGHT 



機械 類の 安全性 一 
ドと 共同す る インタ ロック 装置一 
設計 及び 選択の ための 原 貝 IJ 

JIS B9710 ^ 

(ISO 14119： 1998) 

(夏） 

(20II 



平成 18 年 11 S 25 F1 制定 

日本 工業 標準 調査 会 審議 

(日本規格協会 発行） 



^ 作 化' 法に よ り 臃 W での 転^み は Sllh さ れて おります。 



B9710 ： 2006 (ISO 14119 ： 1998) 



日本工^^^ 调 S 会傺準 部会 産秉 {»« 技術 専門 委員会 溝 成 表 



はし ！ぉ义） 
ほ U) 





氏名 






小 


林 




男 


h 立 大字 法人 横 浜 h 立 大^ 


大 


地 


昭 


生 


内燃饯 ra^ む 会 


大 


H ふ 


孝 


明 


wifl 法人 ト— j 本^ 笼機械 エ^ 会 


丄マ 


良 


雅 


治 


社 R1 法人 H 本^^ 機 tc—i:^ 会 


佐々 木 


U 


也 


独立 行政法 人 産^ 技術 総合 研究所 


m 




.^ 


夫 


財団法人 エンジニア リ ング 振興 協会 


i' s 


m 






厚生 労 鋤^ 


竹 






治 


ft 林 水 糜^ 


平 




正 


明 


社団法人 日本 機械工業 迆合会 


お 


川 






法人 全 は 1 木 T. 機械工 紫 会 




忪 


敏 


it 


m 土 交通 省 


山 


名 




良 


ネ土団 法人 h 本 as 機械化 協会 



土務大 臣： 厚生 労 》 大臣， 経済 is 桀大 e 制定： 平成 は 1 に s 

官 m 公 示： 平成 is.i に 7 

原莱 作成者： 社団^人 h 本 機械工 桀連 合^ 

(〒105-0011 '太' 京 ffi 港 区 芝 公 阁3-5-8 機 W 根 W 会館 TEL 03-3434-9436) 

^ 部 会： 曰 本 丄«»^ ゆ^^ 会 二 m 好 正） 

HW"l^m^ ： 技術'、 W' リ' £(1 ^(お (はレ 小 林 ^yj) 

この 規^に ついての 意見 又は' rtliy は' 上お 原案 作成者， 學生 労働省 労 》基 準お ^m^m^M [T 100-8916 粒 
都 千代 田^ 舅 が H3 ！ ふ 2 TEL 03-5253-1 II！ (代^)〕 又は 経済 瘦： 技術 環境 局 基^ 豚証 ユニット 産棻基 《 標準化 
推 逃 室 [T 100-8901 衆 京都 千代 田 区 霞が 閱 1-3 リ TEL 03-3501-1511 (代表)] にご 連絡く ださい。 

なお， 曰本ェ 3! 規 f& は， 丄 菜 ぼ 準 化 法 ® l5 条の 規定に よって, 少なくとも 5 年 を 経過す る 日までに 日本-に^^^, S お 

会の «^ に 付され， 速やかに， 確^, 改正 又は^ iL されます。 



き 作 権 法に よ り龥 新での 拔 r. le 載 等 は 禁止され r おります, 



B9710 ： 2006 (ISO 14119 ： 1998) 



目 次 

ページ 

J¥X ' '― • 1 

1 翻 麵 - 1 

2 弓 Iffl 繊… • 1 

3 用語 及び 定義 • ••••• 2 

4 ガ一 ドと 共同す るィ ンタロ ック 装置の 操作 原則 及び 代表的な 形式 …… • ……… 3 

4.1 インタ ロックの 原則 • 3 

4.2 インタ ロック 装置の 代表的 形式 …… …'… 一6 

4.3 インタ ロック 装置の 技術的 形式 9 

5 インタ ロック 装置 設計の ための 規定 （エネ ルギ 源の 特質 を 問わず） 9 

5.1 機械的 作動 位置 検出器の 作動 モード 9 

5.2 位置 検出器の 配置 及び 固定 10 

5.3 カムの 配置 及び 締結 • II 

5.4 共通 原因 故障の 可能性 低減 '…一 11 

5.5 ガード 施錠 装置 ' …-… ……一 12 

5.6 mmmm - に 

5.7 無効 化の 可能性 を 最小化す る 設計 12 

5.8 環境の 考慮' 14 

6 電気 インタ ロック 装置の 追加の 技術的 要求 事項 14 

6.1 JIS B 9960-1:1999 への 適合 14 

6.2 機械的 作動 位置 スィ ッ チを 備えた インタ 口 ッ ク 装置 14 

6.3 非 機械的 作動 位置 スィッチ を 備えた インタ ロック 装置 （近接 スィッチ 及び 磁気 スィッチ） 15 

7 インタ ロック 装置の 選択 …… • 15 

7.1 一般'… • 16 

7.2 使用 条件 及び 意図す る 使用 16 

13 リスク アセス メン卜 16 

7.4 停止時間 及び 接近 時間 • 16 

7.5 接近 頻度 （危険 区域へ 接近す るた めに ガード を 開く 頻度） 16 

7.6 性能に 対する 考慮 ' 16 

附属 書 A (参考） 単一の カム 位置 検出器 を 備えた ガード 操作 式 インタ ロック 装置 18 

附属 書 B (参考） トング スィッチ を 備えた ガード 操作 式 インタ ロック 装置 20 

附属 書 C (参考） ガードと 起動 • 停止 手動 操作 器 間の 直接 （機械） 的 インタ ロック …一 22 

附属 書 D (参考） キヤ プ ティブ' キ 一インタ ロック 装置 23 

附属 書 E (参考） トラップ ド. キー インタ ロック 装置 25 

附属 書 F (参考） プラグ • ソケット インタ ロック 装置 （プラグ • ソケットの 組合せ） 27 

附属 書 G (参考） 2 重の カム 位置 検出器 を 備えた ガード 操作 式 インタ ロック 装置 29 

(0 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ており ます。 



B 9710 ： 2006 (ISO 14119 ： 1998) 目次 



ページ 



附属 書 H (参考） ガードと 可動 要素 間の 機械 インタ ロック 装置 31 

附属 書 J (参考） 磁気 （磁石） スィッチ を 備えた 電気 インタ ロック 装置 32 

附属 書 K (参考） 2 重の 近接 検出器 を 備えた 電気 インタ ロック 装置 33 

附属 書 L (参考） 空圧 • 液 圧 インタ ロック 装置 34 

附属 書 M (参考） スプリング 施錠/動力 解 錠 を 備えた ガードと 共同す る インタ ロック 装置 -… 36 

附属 書 N (参考） 手動 操作 遅延 装置 を 備えた 施錠 式 インタ ロック 装置 •••• •• 38 

附属 書 P (参考） 参考文献 • 39 

M Ift • ' • 40 



(2) 



I 作 権 法に より 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ており ます。 



B 9710 ： 2006 (ISO 14119 ： 1998) 



まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本 機械工業 連合会 (JMF) から， ェ 
業 標準 原案 を 具して 日本工業規格 を 制定す べきとの 申出が あり， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 厚生 
労働大臣 及び 経済 産業 大臣が 制定した 日本工業規格 である。 

こ の 規格 は， 著作権法で 保護 対象 となって いる 著作物で あ る。 

この 規格の 一部が， 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権 又は 出願 公開 後の 実用新案 登録 出願に 
抵触す る 可能性が ある ことに 注意 を 喚起す る。 厚生 労働大臣， 経済 産業 大臣 及び 日本 工業 標準 調査 会 は， 
このよう な 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権 又は 出願 公開 後の 実用新案 登録 出願に 係る 確認に 
ついて， 責任 はもたない。 
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日本工業規格 JIS 

B 9710:2006 

(ISO 14119 ： 1998) 

機械 類の 安全性 一 ガードと 共同す る インタ ロック 装置 
一 設計 及び 選択の ための 原則 

Safety of machinery — Interlocking devices associated with guards — 
Principles for design and selection 

序文 

この 規格 は， 1998 年に 第 1 版と して 発行され た ISO 14119 を 基に， 技術的 内容 及び 対応 国際規格の 構成 
を 変更す る ことなく 作成した 日 本 工業規格で あ る 。 

1 適用 範囲 

この 規格 は， 動力の 性質と は 独立に ガードに 関連す る 装置 （J1SB 9700-1:2004， 3.26.1 "インター ロック 
装置， インター ロック" 及び JISB 9700-1:2004， 3.25.5 " 施錠 式 インター ロック 付き ガード" に 定義され る） 
の 設計 及び 選択の ための 原則 を 規定す る。 また， 電気 インタ ロック 装置の ための 要求 事項 を 規定す る。 

この 規格 はィ ン 夕ロッ ク 装置 を 起動す るガ一 ドの 部分 も 適用 範囲に 含む。 

注記 1 ガー ドの 要求 事項 は JISB9716 に 示される。 機械 を 停止 及び 不動に する ための インタ ロッ ク 

装置 か ら 生成す る 信号の 処理 は JIS B 9705-1 で 取 り 扱われる。 
注記 2 この 規格の 対応 国際規格 及び その 対応の 程度 を 表す 記号 を， 次に 示す。 

ISO 14119:1998, Safety oi machinery — Interlocking devices associated with guards ― Principles for 
design and selection (IDT) 

なお， 対応の 程度 を 表す 記号 (IDT) は， ISO/IECGuide21 に 基づき， 一致して いる こと を 示 
す。 

2 引用 規格 

次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す る。 
これらの 引用 規格のう ちで， 西暦 年 を 付記して ある もの は， 記載の 年の 版 を 適用し， その後の 改正 版 （追 
補 を 含む。） に は 適用し ない。 

JISB 9700-1 :2004 機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第 1 部： 基本 用語， 方法論 
注記 対応 国際規格 ： ISO 12100-1:2003 Safety of machinery -Basic concepts, general principles for 
design— Part 1 :Basic terminology, methodology (IDT) 
JIS B 9700-2:2004 機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第 2 部 ： 技術 原則 

注記 対応 国際規格 ： ISO 12100-2:2003 Safety of machinery -Basic concepts, general principles for 
design — Part 2 Technical principles (IDT) 
JIS B 9702:2000 機械 類の 安全性 一 リスク アセスメントの 原則 

注記 対応 国際規格 ： ISO 14121:1999 Safety of machinery- Principles of risk assessment (IDT) 
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jrS B 9705-1:2000 機械 類の 安全性 一 制御システムの 安全 関連 部— 第 1 部 ： 設計の ための 一般 原則 
注記 対応 国際規格 ： ISO 13849-1:1999 Safety of machinery Safety-related parts of control systems 
— Part 1 : ueneral principles for design (IDT) 
JTS 8 9707:2002 機械 類の 安全性 一 危険 区域に 上肢が 到達す る こ と を 防止す るた めの 安全 距離 

注記 対応 国際規格 ： ISO 13852:1996 Safety of machinery -Safety distances to prevent danger zones 
being reached by the upper limbs (IDT) 
JTS B 9714:2006 機械 類の 安全性 一予 期 し ない 起動の 防止 

注記 対応 国際規格 ： ISO 14118:2000 Safety of machinery - Prevention of unexpected start-up (IDT) 
JIS 8 9715:2006 機械 類の 安全性 一人 体 部位の 接近 速度に 基づく 保護 装置の 位置 決め 

注記 対応 国際規格 ： ISO 13855:2002 Safety of machinery Positioning of protective equipment with 
respect to the approach speeds of parts of the human body (IDT) 
JIS B 9716:2006 機械 類の 安全性 一 ガー ドー 固定 式 及び 可動 式 ガー ドの 設計 及び 製作の ための 一般 要 
求 事項 

注記 対応 国際規格 ： ISO 14120:2002 Safety of machinery - Guards - General requirements for the 
design and construction of fixed and movable guards (IDT) 
JIS B 9960-1:1999 機械 類の 安全性— 機械の 電気装置 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 

注記 対応 国際規格： 1EC 60204-1:1997 Safety of machinery -Electrical equipment of machines- Part 
1 : General requirements (MOD) 
JIS C 8201-5-1:1999 低圧 開閉 装置 及び 制御装置-第 5 部 ： 制御 回路 機器 及び 開閉 素子-第 1 節 ： 電 
気 機械 制御 回路 機器 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60947-5-1:1997 Low-voltage switchgear and controlgear-Part 5-l:Control 
circuit devices and switching elements — Electromechanical control circuit devices (MOD) 

3 用語 及び 定義 

この 規格で 用いる 主な 用語 及び 定義 は， 次に よる。 

3.1 

インタ ロック 装置， インタ ロック （InteHocking device, interlock) 

特定の 条件 （一般的に は ガー ドが閉 じ ていない 場合） の もと で 機械 要素の 運転 を 防 ぐ こと を 目的と し た 
機械 装置， 電気装置， 又は その他の 装置 （JISB 9700-1:2004， 3.26.1 参照）。 
3.2 

インタ ロック 付き ガード （Interlocking guard) 

機械の 制御システムと 一緒に 次の よ う に 機能す る インタ ロッ ク 装置が 付加され た ガー ド。 

a) ガードに よって "覆われた" 危険な 機« 能 は ガードが 閉じる まで 運転で きない。 

b) 危険な ii« 機能の 運転 中に ガードが 開く と， 停止 指令 力 s 発生す る。 

C) ガードが 閉じる と， ガードに よって "覆われた" 危険な 機« 能 は 運転す る ことができる。 ガードが 閉じ 

たこと 自体に よって 危険な «a 能力 ミ 起動し ない。 

(JIS 8 9700-1:2004, 3.25.4 參照） 

3.3 

施錠 式 インタ 口 ック 付き ガ一 ド （Interlocking guard with guard locking) 

機械の 制御システムと 一緒に 次の よう に 機能す るィ ン タロッ ク 装置と ガー ド 施錠 装置 を 備えた ガー ド。 
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a) ガードに よって "覆われた" 危険な 能 は ガードが 閉じ， かつ， 施錠され るまで 運転で きない。 

b) ガードに よって "覆われた" 危険な 機械 機能に よる リスク 力 巧 肖 失する まで， ガード は 閉じ， 力つ， 施鎚 
されて いる。 

c) ガードが 閉じ， かつ， 施錠され ている と， ガードに よって "覆われた" 危険な 機械 機能 は 運転す る ことが 

できる。 ガード を 閉じ， 力つ， 施錠した ことによって 危険な 幾 能が 起動し ない。 

(JIS 8 9700-1:2004, 3.25.5 参照） 
3.4 

刀ート 她鍵 装] # (Guard locking device) 

ガード を 閉じた 状態で 施錠す る こと を 意図し， 力つ， 制御システムと 次のように 連携した 装置。 

a) ガードが 閉じられ， かつ 施錠され るまで 機械 は 運転で きない。 

b) リスク が 消失す る ま で ガー ド は 施錠 された ままで ある。 
3.5 

自動 S£ 千 見 f Automatic monitoring) 

構成 品 又は 要素の 機能 遂行 能力が 低下した 場合， 又は 工程 条件が 危険 源 を 発生す る 側に 変化した 場合に， 
保護 方策の 始動 を 確保す る 支援 安全 機能。 

注記 自動 監視 は 次の 二つに 区分され る。 

a) "連続" 自動 監視。 故障が 発生す ると 同時に， 保護 方策が 始動す る。 

b) "非 連続" 自動 監視。 故障が 発生した ときには， 次の 機械 サイクル 中に 保護 方策が 始動す る。 

3.6 

ポジ テ ィ ブ モー ド の 作動 （Positive mode actuation) 

一つの 機械的 構成 部分が 直接接触して， 又は 剛性 要素 を 介して 他の 機械的 構成 部分に 作動す るよ う な 結 
合 （"ポジティブ モードに 作動" ともいう。）。 
H B 9700-2 に 基づく I 

3.7 

接点 要 まの ポン アイ ノ開離 す呆 作 (Positive ooening ooeration of a contact element) 

回復 性の ない （例えば， ばねに 依存し ない。） 構成 部品に よる スィッチ ァ クチ ユエ 一夕の 特定 動作の 直接 
結果と しての 接点 解放。 

注記 流体 動力に 関して 同様の 概念で" ポジティブ モードの 中断" と 呼ばれる 場合が ある。 
(JIS C 8201-5-1 に 基づく I 

3.8 

停止時間， 危険 源の 除去 時間 （Stopping time, time for hazard elimination) 

インタ ロック 装置が 停止 指令 を 出 して 力、 ら 危険な 機械 機能 か らの リスク が 消失す る ま での 時間。 
3.9 

接近 時間， 危険 区域への 接 i£E 時 『日] (Access time, time for access to a danger zone) 

インタ ロック 装置に よる 停止 指令が 出されてから， 危険な 機械 部分に 接近す るのに 要する 時間。 その 値 
は 接近 速度に 基づいて 計算され る。 個々 の ケースに ついては J1SB 9715 の パラメータ を 考慮す る。 

4 ガー ドと 共同す る インタ 口 ック 装置の 操作 原則 及び 代表的な 形式 

注記 明確に 理解す るた めに， この 規格の 附属 書 を 参照す る。 
4.1 インタ ロックの 原則 



^作 権 法に より 無断での 複製， む 'ン' t 禁止され ております。 
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4.1.1 制御 式 インタ ロック 

インタ ロッ ク装 置か ら の 停止 指令が 制御 シス テ ム に 発信され， 機械 ァ クチ ユエ 一夕への エネ ルギ 供給の 
中断， 又は 機械 ァ クチ ユエ一 タ と 可動 部分の 機械的 分離が 制御システム によって 始動され る （間接的 中断： 
図 1 の レベル A 及び レベル B)。 
4.1.2 動力 式 インタ ロック 

ィ ン ター ロック 装置からの 停止 指令に よって 機械 ァ クチ ユエ 一夕への エネ ルギ 供給が 直接 遮断され るか， 
又は 機械 ァ クチ ユエ 一夕と 可動 部分 を 分離す る （図 1 の レベル C)。 "直接" と は， 制御 式 インタ ロックと 
異なり （4 丄 1 参照）， 制御システムが インタ ロック 機能に おいて 中間 的 役割 を 果たして いない， という こ 
と を 意味す る。 



^作 権 法に より 無断での 複製， 転載 "ま 禁止され ております。 



= 機械的 リンク 

~ ^ イン 夕 ロック 装置 停止 指令 

—— 機械 ァ クチ ユエ 一夕への 動力 供給 

この 規格の 適用 範囲 

注 a) JISB 9714:2006 による。 

図 1 一 機械 類 における インタ ロック 装置の 位置 付 け 
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手動 制御器 
(ァ クチ ユエ 一夕） 



制御装置 



停止 指令 を 維持す る 入力に 
関する 様々 な 可能 レベル 



入力 



デー 夕 記憶 及び 論理 処理 又は アナ 口 グ データ処理 



出力 



保護 装置 

この 規格で は ： 
電気， 空圧， 液圧ィ ン夕 ロック 装置 



ガード 



レベル A a ) 

この 規格で は, 制御 式 
イン 夕 ロック 



動力 制御 要素 
(コン タク 夕, バルブ, 速度 制御な ど) 



丄 



機械 ァ クチ ユエ一 夕 
/，シ リンダ） 



機械 
| イン 夕 ロック 



分離 手段 （例えば， クラッチ）, プレ一 キ 



レベルが） 

この 規格で は， 制御 式 
イン 夕 ロック 



レベル C a ) 

この 規格で は， 動力 式 
ック 



動力 1ム 達 要素 
作動 部 



号 示告 

信 表 警 I 



せ 作 m 法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお り ます。 
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4.2 インタ ロック 装置の 代表的 形式 

4.2.1 インタ ロック 装置 （ガード 施錠な し） [表 1 及び 図 3a) 参照] 

ガー ドを開 く こ とが 常に 可能で ある。 ガー ドを 閉じない 限り， ィ ン タロッ ク 装置 は 停止 指令 を 生成す る。 
機械 （又は 機械の 危険な 要素） の 運転 中に ガードが 開 離す る 可能性が あるので， インタ ロック 装置の 機能 
は， lis B 9700-1:2004, 3.25.4 で 定義され るよう な 機能で なければ ならない。 

施錠な し インタ ロック 装置の 例 は， 附属 書 A， 附属 書 B， 附属 書 F， 附属 書 G， 附属 書 J ，附属 書 K 及 
び， 附属 書 L に 示される。 

4.2.2 ガード 施錠 式 インタ ロック 装置 [表 1 及び 図 3b) 参照] 

ガード 施錠 装置 は ガード を 閉じた 状態に 保持す る （3.4 参照)。 装置に は 次の 2 種類が ある。 
― ガードの 解 錠が， いつでも オペレータに よってで きる もの [条件な し 解 錠： 表 1 及び 図 3b 1) 参照]。 
- ガードの 解 錠 は， 条件が 満足され る 場合 だけ， すなわち， 危険 源が 消失した ことが 確実な 場合 だけ 可 
能と なる もの [条件付き 解 錠： 表 1 及び 図 3b 2) 参照]。 

ガード 施錠 装置 （3.4 參照） は イン ダ ロック 装置と 一体化され たものと， 分離され たものと が ある。 

ガー ド 施錠 装置の ガー ド 施錠 部/解 錠 部に は 次が ある。 
一 手動で 施錠， 手動で 解 錠 （附属 書 N の 図 N.1 参照） 
一 スプリングで 施錠， 動力で 解 錠 [図 2a) 参照] 
- 動力で 施錠， スプリングで 解 錠 [図 2b) 参照] 
- 動力で 施錠， 動力で 解 錠 [図 2 c) 参照] 

ガード 施錠 式 インタ ロック 装 匱の 例 は， 附属 書 C， 附属 書 D， 附属 書 E， 附属 書 H， 附属 書 IV！ 及び， 附 
属書 N に 示す。 



a) スプリングで 施錠… …動力で 解 錠 



b) 動力で 施錠… …スプリングで 解 錠 




図 2 — 動力 駆動に よる ガー ド 施錠 装置の 作動 モー ド 



: お : 作 権 法に よ り 無断での 胃 載 等 は^ 止されて お ります。 



ガー 


ド閉 で， 


かつ 解 a 


ガー 


ドを 開く 


こ と がで き る 



ガー ド閉 

の 終了 



ガー ド 開の 開始 



ガード 開 



解 錠 
不可能 



( 



施錠 
終了 



ガード 閉 

の 終了 



ガード 閉で， かつ 施錠 
解 錠す る ことができない 



危険 源 消失 （例えば， 機械 休止) 
の 検出 又は 一定 時間 経過に よ つ 
て 確実に する 



ガード 閉で， かつ 施錠 
解 錠す る ことができる 



解 錠 終了 



ガー 


ド閉 で， 


かつ 解 錠 


ガー 


ドを 開く 


こ とがで きる 



-- ガード 開の 開始 



ガー ド開 
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機械 は 
運転 可能 



機械 は 
運転 不可能 



ガード 閉の 終了 



ガー ド閉 



ガー ド 開の 開始 



ガー ド開 
(すなわち， 閉 ではない） 



a) ガード 施錠な し インタ ロック 装置 （"2 状態の インタ ロック"） 



注 a) "解 錠 終了" と は 次の 意味で ある。 

- 停止の 指令 は 解 錠 装置の 作動 開始と 同時に， 及び その 結果と して， 生成され る。 
― ガー ドを解 錠す るた めに 必要な 時間 は 危険 源が 消失す るのに 要する 時間よ り 長い。 

bl) 条件な しの 解 錠 b 2) 条件付き 解 錠 

("3 状態の インタ 口 ッ ク"） （"4 状態の ィ ンタロ ッ ク") 

b) ガード 施錠 式 インタ ロック 装置 
図 3 — 各種 インタ ロック 装置の 機能 ダイ ャ グラム 



ガード 閉で， かつ 施錠 
解 錠す る ことができる 



施錠 終了 



—— 解 錠 終了 



，r 



ま 

^ 一お 匕 匕 

K 運 可 



ま ^ 

I ム E 

械転可 

機運 不 



お 作 権 法に より 無断での ^了!. ヽ、' '： ： に' :ih されて おります。 
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表 1 一 ガー ド 施錠 式 及び 施錠な し イン 夕 ロック 装置の 種類 



ガー ド 施錠な しィ ン タロック 装置 
[4.2.1 及び 図 3a) 参照] 




ガード 施錠 式 インタ ロック 装置 
[ 4 . 2 ， 2 及び 図 3 b) 参照] 



条件な し 解 錠 
[図 3b 1) 參照] 

オペレータに よってい つ 

でも ガー ドの解 錠 開始が 
可能。 ただし， ガード を 解 
錠す るのに 必要な 時間 は 
危険 源が 消失す る 時間よ 
り も 長い。 



条件付き 解 錠 [図 3b 2) 参照] 

次の 条件の 一つが 満たされ ている 場合に だけ ガ 
一 ドの解 錠 は 可能で ある （又は 解靛 開始され 

る。）。 



-定 時間 b) 経過 
(停止 指令 発令 



後) 



一 危険 源 消失の 検出 
(例えば 速度 ゼロ 
の 検出） 



▼ 



停止 指令の 発令 ： 

一 ガードの 開 動作 開始 
時 （インタ ロック 装 
置に は ガー ド 自体が 
作用す る。） 



- ロック a) の 動作 開始と 
同時 及び その 結果と 
して 



-ガー ド 施錠 装置の 動作 開始 
直後， 及び その 結果と して 



-オペレータ によって 又は 自動 
的に 制御システム によって， 
その後 ィ ン タロッ ク 装置に 記 
憶 



代表例 ― _ _ 

注 a) 厳密にいえば， ガード は 停止 指令の 開始 後に 解 錠され る。 ガードが 解 錠され る 前に， "停止 指令が 与えられ 
ると 直ちに" 危険 源が 消失す る 場合， その 機能 は 施錠 式 インタ ロック ガードの それと 同等で ある。 
,,} 危険 源が 消失す るのに 必要と する 時間よ り も 長い。 





(附属 書ん 附属 書 G 

参照） 



nzzr 



(附属 書 D 参照) 




附属 書 N 参照 



i 



ま 



ご 



著作権法 により 無断での 複製， 転纖鑤 ば 業 止されて おります。 
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4.3 インタ ロック 装置の 技術的 形式 

インタ ロッ ク 技術 は 技術的 側面 を はば 広 く 含む。 インタ ロッ ク 装置 は 非常に 広範囲な 基準 を 使用して 分 
類で きる。 例えば， ガードと 回路 開 要素 間の リンクの 性質， 又は 回路 開 要素の 技術的 種類 （電気 機械， 空 
圧， 電子 等に よる）。 

表 2 はィ ン タロッ ク 装置の 主要な 技術的 形式と これら を 扱う この 規格に おける 箇条 間の 関係 を 表す。 



表 2 — インタ ロック 装置の 技術的 形式 



技術的 形式 


規定す る 箇条 


附属^の 例 


機械的 作動の 検出器 を もつ 
インタ ロック 装置 
一 カム 操作 式 検出器に よる 
—トング （舌） 操作 式 検出器に よる 


5.1〜5.4， 5.7.2, 6.2 

5.7.2.1 
5.7.2.2 


A, G， L， M 
B 


非 機械的 作動の 検出器 を もつ 
インタ ロック 装置 
一 磁気 的 作動 スィ ツチに よる 
一 電気 的 近接 スィッチ による 


5.7.3—6.3 
5.7.3^6.3 


J 
K 


キ 一組 込 システム 

一 キヤ プ ティ ブ • キー システム 

一 トラップ ド • キー システム 




D 

E 


プラグ • ソケッ トシス テム 


5.7.4 


F 


ガー ド と 可動 部分 間の 機械 ィ ン タロック 




H 



5 インタ ロック 装置 設計の ための 規定 （エネ ルギ 源の 特質 を 問わず） 
5.1 機械的 作動 位置 検出器の 作動 モード 

単一の 検出器 を 停止 指令の 生成に 使用す る 場合， それ は ポジ ティ ブ モードで 作動 し な ければ な ら ない （表 
3 及び 3.6 参照）。 非 ポジティブ モードの 作動 は， 主に 共通 原因 故障 （5.4.1 参照） を 回避す るた めに， ポジ 
ティ ブ モードの 検出器との 組合せで だけ 許容され る。 ァ クチ ユエ 一夕の 設計 は， それによ つて 故障の 確率 
を 低減で きる 場合が あるので， 可能な 限り シンプルに するべき である。 



著作権法 によ り 無断での 複製， 酝載等 は 禁止され ております。 
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表 3 — ポジティブ モード 及び 非 ポジティブ モードの 位置 検出器の 作動 



作動 モード 



ガー ド閉 



ガー ド開 



動作 モード 



ポジ ティ ブ モー ド 




検出器 軸 （ァ クチ ユエ ータ） 
は， ガー ドが 開いて いる 限 
り， カムに よって 圧 下 状態 
に 保持され る。 
ガー ドが 閉じて いると き， 
ス プリ ングの 戻り 動作の 結 
果と して 検出器の 状態が 変 
わる。 



検出器 軸 （ァ クチ ユエ一 タ） 
は， ガードが 閉じて いる 限 
り， カムに よって 圧 下 状態 
に 保持され る。 
ガ一 ドが 開いて いると き， 
ス プリ ングの 戻り 動作の 結 
果と し' て 検出器の 状態が 変 
わる。 



5.2 位置 検出器の 配置 及び 固定 

5.2.1 位置 検出器 は， その 位置の ずれが 起こらな いように 配置し なければ ならない。 この 要求 事項 を 満た 
すため に は 次 によらな ければ な ら ない。 

a) 位置 検出器の 留め具 は 信頼で き， かつ， それ を 緩める に は 工具 を 必要と する。 

b) 長 穴の 使用 は 初期 調整に 限定され る。 

c) 調整 後， （例えば， ピン 又は 合金 具によ つて） ポジティブな 位置 関係になる ように 固定す る。 
検出器の 交換に は 再調整 を 不要と しなければ ならない。 

5.2.2 次の 要求 事項 を 追加して 満たさなければ ならない。 

a) 検出器 及び その ァ クチ ユエ 一夕が 自然に 緩んだり， 容易に 機能 不良に なること を 防止す る。 

b) 位置 検出器の 支持 は， 位置 検出器の 正しい 動き を 維持で きる よう 十分に 堅固に する。 

c) 機械的 作動に よって 生じる 動き は， 正しい 動作 を 確実に し 及び/又は 行き過ぎ を 防止す るた めに， 位 
置 検出器の 動作 範囲 内と する。 

d) ガードに よる 保護 効果が 確保され ている 移動 範囲 内で， 位置 検出器の 状態 は 変化す る （危険 区域への 接 




+ o —上 







署作権 法に よ り 無断での 複製， ^載 等 は， 止されて おります。 
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近に 関して は， J1SB9707 及び JISB9716 参照）。 
e) 位置 検出器 は 機械的 ス トツ ノ ^ と して 使用し ない。 

位置 検出器 は， 予見 可能な 外部 原因に よる 損傷 を 回避す るよう に 配置し， 及び， もし 必要で あれば， 
保護す る。 

g) 保全の ために 及び 正しい 動作 を チヱ ック する ために， 位置 検出器への 容易な 接近 を 確実に する。 

5.3 カムの 配置 及び 締結 

機械的 作動 位置 検出器の 回転 カム 及び 直線 カム は， 次の よう に 設計し なければ ならない。 
- 工具 を 使用 しないと 緩める ことができない 留め具で 確実に 配置され， 固定す る。 
― 自然に 緩む の を 防止す る。 
― 正しい 位置で だけ 取り付けられる。 

一 位置 検出器に 損傷 を 与えない 又は その 耐久性 を 損なわない。 

注記 これらの 規定 は 摩擦 組立に 対して は 除外す る。 
5.4 共通 原因 故障の 可能性 低減 

スィッチ 要素が 冗長 化されて いる 場合， 共通 原因 故障 は， 例えば， 5.4.1 及び/又は 5.4.2 で 規定され る 
方策 を 使用す る ことによって 回避し な ければ な ら ない。 

5.4.1 機械的 作動 位置 検出器の ポジ テ ィ ブ 及び 非 ポジ テ ィ ブ モー ド の 組合せ （5.1 参照） 

機械的 作動 位置 検出器の 故障の 代表的な 原因 は 次に よ る。 

a) ァ クチ ユエ 一夕 （例えば， プラン ジャ 又は ローラ） 又は ガードに 取り付けられた カムの 過度の 摩耗。 
カムと ァ クチ ユエ 一夕の 間の ァ ライ メント ミス。 

b) スプリングの 作動が 不可能になる ような ァ クチ ユエ 一夕の ジャム （固着） （プラン ジャ ）。 

D, (図 4 参照） のように， ポジティブ モードで 作動す る 検出器 は ケース a) の 場合， 危険 側 故障に 至る 力、 
ケース b) ではそう はならない。 

D 2 (図 4 参照） のように， 非 ポジティブ モードで 作動す る 検出器 は ケース b) の 場合， 危険 側 故障に 至る 
力 \ ケース a) ではそう はならない。 

このように， 又は D 2 が 故障 し た 場合， 他方の 検出器で 回路 を 確実に 遮断 し な ければ な ら ない。 



ガード 閉 







や— 










>- 






1 






o 



iyy\ ポジティブ 作動 モード 



非 ポジティブ 作動 モード 



図 4 - 2 重の 機械的 位置 検出器の 共通 原因 故障 回避 
(ポジティブ モー ド 及び 非 ポジティブ モー ド 作動の 組合せ） 
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5.4.2 異なる 動力 媒体の 組合せ [ダイ バー シティ （多様化)] 

共通 原因 故障の 確率 を 最小化す るた め に， 異な る エネ ルギ源 か ら の 供給 を そ れぞれ 遮断す る よ う な 二つ 
の 独立した イン 夕 ロック 装置 を， ガードと 組み合わせる 場合が ある （図 L.3 に 示した 例 を 参照）。 
5.5 ガード 施錠 装置 （3.4 及び 4.2.2 参照） 

ガー ドの 施錠 は 二つの 剛体 部品の かみ 合いに よらなければ ならない （確実な 配置)。 
ガード を 施錠す るた めの 部品 （ボルト） は" スプリング 施錠一 動力 解 錠" でなければ ならない [図 2a) 
参照]。 

他の システム [例えば 図 2 の b)， c)] は， それが 同等 レベルの 安全性 を 提供で きる 場合， 特定の 用途で 
使用して よい。 

"スプリング 施錠 一 動力 解 錠" システム [図 2a) 参照] について は， 工具の 使用 を 必要と する 手動の 解 
錠 装置 を 備えなければ ならない。 そのような ガード 施錠 を 指定す るよう な C 規格で は， 手動の 解 錠 装置の 
特性に ついても 規定すべき である。 

ボルトの 位置 は， ボルト 力ま 完全に 所定 位 S になる まで 機械が 起動で きないよ うに （例えば， ポジティブ 
モードで 作動す る 検出器に よって） 監視し なければ ならない （附属 書 M 参照）。 

ボル 卜 は ガー ドの 正常 操作 中に 予想され る 力に 耐えなければ ならない。 ボル ト に は 使用 上で 支障な く ， 
許容 可能な 力 を ガード 施錠 装置 自体 又は 装置と ともに 製造業 者が 供給す る 手引書に 示さなければ ならない。 
注記 ガード 施錠 装置 は， 例えば， 機械 及び Z 又は 工程が 所定の 状態に 達する 前に 自動 ユニット 周り 
のェン クロージャが 開けられ るの を 防止し， これによ つて 情報 又は 材料の 損失 を 防止す るた め 
に， 使用で きる。 ' 
5.6 遅延 装置 

遅延 装置 （タイマ） を 使用す る 場合， その 装置の 故障で 遅れが 短縮して はならない。 
5.7 無効 化の 可能性 を 最小化す る 設計 
5.7.1 一般 

インタ ロック 装置 は， 装置 を 簡単な 方法で は 無効 化で きないよ うに 設計され， 力、 つ， その 据 付け 及び 保 
全に 関する 手引書 を 提供し なければ ならない。 

注記 "簡単な 方法での 無効 化" と は， 手動で， 又は 容易に 利用 可能な ものに よって "意図す る 操作 
が 達成され る" こと を 意味す る。 容易に 利用 可能な ものと は， 
- ねじ， 針， 金属 板片 

一 日常 使う 物。 例えば， キー， コイン， 機械の 意図す る 使用で 必要と する 工具。 
無効 化 をより 困難に する ための 規定に は， 次 を 含む。 

a) 5.2.2 に 示す 規定 

b) コード 化された インタ ロック 装置 又は システムの 使用。 例えば， 機械， 電気， 磁気 又は 光学。 

c) ガー ドが 開いて いる 間ィ ン 夕ロッ ク 装置への 接近 を 防止す るた めの 物理的 障害物 又は シール ド [図 5， 
図 6 及び 図 F.2 の 変形 型 b) の 例 参照]。 

ィ ン夕 ロック システムが 特別の ァ クチ ユエ 一夕 又は キー （コード 化されて いる 又はされ ていない。） に 依 
存 している 場合， その 取扱説明書に 予備の ァ クチ ユエ 一夕 又は キー 及び マス 夕 キーの 利用に 閲 する リスク 
について 助言 を 与えるべき である。 

5.7.2 機械的 作動 位置 検出器の 無効 化 を 最小化す る 設計 
5.7.2.1 カム 操作 式 位置 検出器 

単一の 検出器 を 使用す る 場合， これ は ポジティブ モードの 作動と しなければ ならない （5.1 参照）。 理由 
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は， 種々 の 特性の 中で， この 作動 モード は， 簡単な 方法に よる 検出器の 無効 化 を 防止で きる ためで ある。 
注記 無効 化に 対する より 高い レベルの 保護 は， 例えば， カムと 検出器 を 同一の ケースの 中に 納める 
ことによって 達成され る。 
5,7.2.2 トング 操作 式 スィッチ 

スィッチの ディ ペン ダビ リ ティー （信頼性） は トング 及び 機構の 設計に 大きく 依存して いるので， ブラ 
ィャ， ねじ回し， 針金 等の 簡単な 工具で 無効 化で きないよ うに スィ ツチに は， 単一 又は 複数の システム を 
組み込まなければ ならない。 

無効 化に 対する より 高い レベルの 保護 は， 例えば， 次に よって 達成され る。 
一 予備の ァ クチ ユエ 一夕の 挿入 を 防止す るよう な 物理的 障害物 又は シールド （図 5 参照)。 
一 取 外し をより 困難に する ような ガードへの トングの 半永久的 組 込み （例えば， 溶接， リベット， 】 方 
向ね じに よる。）。 




記号の 説明 

1 スィッチ 

2 トング 

3 カバー 

4 固定 部分 

5 ス ライ ドガ 一 ド 

図 5— トング スィ ツチの 無効 化に 対する 保護の 例 

5.73 近接 スィッチ 及び 磁気 スィッチの 無効 化 を 最小化す る 設計 

検出 可能な 材料， 又は 磁石の 存在の 有無 だけで 作動す る 近接 スィ ツチ 及び 磁気 スィ ツチ は 容易に 無効 化 
できる。 その 取 付 方法 は 無効 化に 対して 保護し なければ ならない （図 6 参照)。 
注記 6.3.1 及び 附属 書 P の 参考文献 [1] 参照。 

システム を 無効 化する ために ァ クチ ユエ ータの 代用品が 使用され る リスクが ある 場合， ァ クチ ユエ 一夕 
の 代用品が スィ ツチに 作動す るの を 防止す るよう に 妨害物 を 機械的に 配置すべき である （図 6 参照)。 
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ガ 一ド閉 

a) スライド ガード b) 回転 ガード 



注記 検出器の 前に ガード を 置く ことによって， 無効 化が 困難になる。 

図 6 — 近接 スィッチ 又は 磁気 スィッチの 無効 化に 対する 保護の 例 

5.7.4 プラグ 及び ソケット による インタ ロック 装置の 無効 化 を 最小化す る 設計 

無効 化に 対する 保護 は， 次に よって 達成され る。 
- ガードが 開いて いると き ソケッ 卜への 接近 を 防止で きる ように ソケッ 卜 を 配置す る [図 F.2 の 変形 型 
b) の 例 参照]。 

― 配線が 隠べ い （蔽） され， 回路 接続の 復旧が 困難で あるよう な マルチ ピン プラグ 及び ソケット シス テ 

ム の 使用 [図 F.1 の 変形 型 a) 参照] 。 
- 個別 用途 ごとに 特に 設計す る 力、， 又は その 予備品 を 容易に 利用で きないよ うな プラグ 及び ソケッ トシ 

ス テム 使用。 

注記 図 F.1 及び 図 F.2 (リング 回路） に 示す 配線で は， ガードが 開いて いると き 回路の 接続 を 復旧 さ 
せる に は， その 両端で ブラ グ 及び ソ ケット に 追加 配線 を 行う こ と が 必要 となる。 こ れに よ つて， 
無効 化の 防止に 役立つ。 
5.8 環境の 考慮 

インタ ロック 装置 及び z 又は その 構成 部分の 選択に は 使用 環境 （例えば， 温度） を 考慮し なければ なら 

ない （JIS B 9700-2:2004， 4.12.1 及び JIS B 97054 参照）。 

6 電気 インタ ロック 装置の 追加の 技術的 要求 事項 
6.1 JIS B 9960-1:1999 への 適合 

電気 ィ ン タロック 装置 は， 特に 次 を 参照して JISB 9960-1:1999 に 適合し なければ ならない。 
一 固体 及び 液体の 侵入に 対する 保護に 関する JISB9960-1:1999， 12.3 "保護 等級" 
一 位置 スィ ツチに 関する JIS B 9960-1:1999, 10.1.4 "位置 セ ンサ" 

注記 この 規格で は， "位置 センサ"， "位置 検出器" 及び" 位置 スィッチ" は 同一 種の 装置と して 扱つ 

ている。 

6.2 機械的 作動 位置 スィッチ を 備えた インタ ロック 装置 

6.2.1 単一の 機械的 作動 位置 スィッチ を 備えた インタ ロック 装置 
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6.2.1.1 位置 スィッチ は， ポジティブ モードで 作動し なければ ならない （JIS B 9700-2:2004， 4.5 及び この 
規格の 3.6 及び 5.1 参照)。 

6.2.1.2 位置 スィッチの ブレーク 接点 は， JIS C 8201-5-1:1999, 附属 書 K に 従って， "強制 開 離 操作" 型と 
しなければ ならない （この 規格の 3.7 参照）。 

附属 書 A， 附属 書 B の 例 参照。 
6.2.2 2 重の 機械的 作動 位置 スィ ツチ を 備えた インタ 口 ッ ク 装置 

位置 検出器 は， 次の よう に 互いに 逆の モー ドで 操作され るべき である。 
- ノーマル クローズの 接点 （ブレーク 接点） は， ガードの ポジティブ モードの 作動に よる （JIS B 

9700-2:2004， 4.5 及び こ の 規格の 3.6 及び 5.1 も 参照） 。 
- ノーマル オープンの 接点 （メーク 接点） の 方 は， ガードの 非 ポジティブ モードの 作動に よる （この 規 
格の 5.1 参照）。 
附属 書 G の 例 参照。 

注記 これ は 通常の 実施 方法で ある。 妥当で あれば， 2 個の スィッチ を ポジティブ モードで 使用して 
よい。 

6.3 非 機械的 作動 位置 スィッチ を 備えた インタ ロック 装置 （近接 スィッチ 及び 磁気 スィッチ） 

ガー ドが 完全に 機械 か ら 取り外せる 場合 及び Z 又は 環境 条件 か ら 密封 さ れた ス イツ チが 要求 される 場合， 

機械的 作動 位置 ス イッチに よつ て 生 じ る 問題に 対処す るた めに， 図 6 及び 附属 書 J 並びに 附属 書 K に 示す 
よ う に， 非 機 *S 的 作動 位置 スィ ツチ を 備えた イン 夕ロッ ク 装置 を 使用す る こ とがで きる。 
6.3.1 機械的 作動 位置 スィッチとの 同等 性 

非 機械的 作動 位置 スィ ツチ を 使用す る 場合， それに よって 達成され る 安全性 は 機械的 作動 位置 スィ ッ チ 
によって 得られる 安全性 を 下回って はならない。 

同等の 安全性 は， 例えば， 次の 方法に よって 達成され る 場合が ある。 
- 無効 化の 可能性 を 最小化す る （5.7.3 参照)。 

- JIS B 9700-2:2004, 4.11 に 記載の 技術 を 使用す る。 特に 二重 化 (又は 冗長 化) 及び 自動 監視 を 採用す 
る。 同様に， 共通 原因 （共通 モード） 故障 を 避ける ために 設計 及び/又は 技術に ダイ バー シティ （多 
様 化） を 採用す る。 

6.3.2 妨害に 対する イミ ュニ ティ 

インタ ロック 用途の 近接 ス ィ ッ チ 及び 磁気 ス ィ ツチ は， 予見 可能な 外界 か ら の 影響に よって それらの 機 
能 を 損なわな いように 選択し， 使用し なければ ならない。 
6.3.3 相互 干渉 

近接 スィッチ は 相互 干渉に よる 機能 不良 を 防止す るよう に 装着し なければ ならない。 
6.3.4 電気 的 動作 条件 

インタ ロック 装置に 近接 スィッチ 及び 磁気 スィッチ を 使用す る 場合， 電圧 変動， 過渡的 過 電圧 等に よる 
機能 不良 を 防止す るよう に， 必要な 予防策 を 採らなければ ならない。 
6.3.5 磁気 スィッチ に関する 特別 規定 

過 電流 保護 及び/又は 冗長系 並びに 自 動 監視な どのよう な 追加 方策な し で 使用 される 磁気 スィッチ は， 
主と して 危険 側 故障の 可能性が あるた め， 一般的に インタ ロックの 用途に は 適切で はない。 

振動に よ る 機能 不良 を 防止 し な ければ な ら ない （5.7.3 及び 附属 書 J 参照) 。 

7 インタ ロック 装置の 選択 
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n 1 一 jjia 

/.1 一 WL 

この 箇条の 目的 は， 機械 設計者 及び C 規格 作成者に 対して， 7.2 から 7.6 に 従って， 特定 用途に 適切な ィ 
ン タロッ ク 装置の 選択 方法に ついて 助言す る ことで ある。 

機械の ための ィ ン タロッ ク 装置 を 選択す る 際， その ィ ン 夕ロッ ク 装置の ライフ サイ クルの すべての 局面 
を 考慮す る 必要が ある。 

最も 重要な 選択 基準 は 次で ある。 
― 機械の 使用 条件 及び 意図す る 使用 （JISB 9700-1:2004， 3.22 及び この 規格の 7.2 参照） 
― 機械に 存在す る 危険 源 （JISB 9700-1:2004， 4 及び この 規格の 7.3 参照） 
一 発生す る 可能性の ある 傷害の ひど さ （7.3 参照） 
― インタ ロック 装置の 故障 確率 （7.3 参照） 
一 停止時間 及び 接近 時間の 考慮 （7.4 参照） 
― 接近 頻度 （7.5 及び 7.3 参照） 
― 要員が 危険 源に さらされる 時間 （7.3 参照） 
― 性能に 対する 考慮 （7.6 参照） 
7.2 使用 条件 及び 意図す る 使用 

選択した インタ ロック 装置が， その 機械の 使用 条件 （例えば， 環境， 衛生） 及び 意図す る 使用に 対して 
適切で あると いう こと を 確実に する ために， ィ ン タロッ ク 装置の すべての 技術 を 考慮し なければ ならな レュ。 
7.3 リスク アセスメント 

所定の 機械で 定 めら れた 使用 条件 において 最も 適切な インタ ロック 装置 を 選択す るた めに， 設計者 は 妥 
当な 安全性が 達成され るまで， 各種の インタ ロック 装置 を 考慮し， リスク アセスメントの プロセス （JISB 
9702) を 実施し なければ ならない。 

査定すべき リスク は， インタ ロック 装置の 安全 機能が 働かなかった ときに 生じ 得る リスクで ある。 
7.4 停止時間 及び 接近 時間 

人が 危険 区域に 達する のに 要する 時間 （接近 時間と 呼ぶ。 3.9 参照） よりも 停止時間 （3.8 参照） 力 《大き 
い 場合に， ガー ド 施錠 式ィ ン 夕ロッ ク 装置 を 使用 し なければ な ら ない。 
7.5 接近 頻度 （危険 区域へ 接近す るた めに ガード を 開く 頻度） 

7.5.1 頻繁に 接近す る 必要が ある 用途に 対して （7.2， 7.3 及び 7.4 の 要求 事項 を 考慮して）， ガード 操作の 
妨害 となる 可能性 を 最小に する ように インタ ロック 装置 を 選択し なければ ならない。 
注記 次の 事項 は 明確に 区別すべき である。 

- 高頻度 接近。 例えば， 1 サイクルに] 回 機械に 原料 を 供給し， 製品 を 取り出す ような 機械 
の 正常 運転 

一 時折の 接近。 例えば， 調整 若しくは 保全の ための 介入， 又は 危険 区域の 中で 偶発的に 生じ 
る 修理 活動 

この場合， 危険 区域への 人間の 介入 頻度 は， 著しく 異なる （例えば， 1 サイクルに 1 回の 接近の 場合 1 
時間 当たり 100 回に なり， 自動 生産 工程での 調整 又は 保全の 場合， 時折の 接近 は 1 日数 回になる。）。 
7.5.2 自動 監視 付き ィ ン タロッ ク 装置 を 使用す る 場合に は， 装置の 状態 力 《変化す る 都度， すなわち 接近の 
都度， 機能 試験 (JIS B 9960-1:1999, 9.4.2.4 参照) を 実施す る ことができる。 低頻度の 接近 だけの 場合， 
次の 機能 試験までに 生じる 未 検出 不具合の 発生 確率が 増加す るので， インタ ロック 装置 は， 条件付き ガー 
ド解錠 [図 3b)2) 參照] のよう な 追加 方策 を 備えるべき である。 
7.6 性能に 対する 考慮 



お作^ 法に より 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお ります。 
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制御 式ィ ン タロッ ク 装置 は 機械の 制御システムの 安全 関連 部で ある （JIS B 9705-1 参照)。 したがって， 
要求され る 安全性 能 を 確実に 達成し， 関連す る C 規格で 規定す るに は， 制御 式ィ ン 夕ロッ ク 装置 は 機械の 
制御システムと 整合す る ことが 必須で ある。 

動力 式 インタ ロック を 使用す る 場合， 予見 可能な 状況 （例えば， 過 負荷） をす ベて 考慮し， 構成 部分 は 
適切な 遮断 容量 を も たなければ な ら ない。 



^作 榷法に I り 無断での^ 製， ^嗨 等は禁 は: されて お り ます。 



B9710 ： 2006 (ISO 14119 ： 1998) 



附属 書 A 

(参考) 



単一の カム 位置 検出器 を 備えた ガード 操作 式 インタ ロック 装置 

この 附属 書 は， 本体 及び 附属 書 （規定） に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 

A.1 原理 

ポジ ティ ブ モー ドで 作動す る 単一の 検出器が ガー ドの 位置 を 監視す る （5.1， 図 え 1 及び 図 A.2 参照）。 



A.2 長 F/T 

〇 位置 検出器 (C) のァ クチ ユエ ータ (B) に対する カム (A) の ポジ ティ ブな 機械的 作動 

〇 カム 又は 検出器 を 動かさない 限り， ァ クチ ユエ一 タの 手動 操作に よる 無効 化 は 不可能 

A3 短所 

〇 次の 場合 危険 側 故障になる。 

ーァ クチ ユエ 一夕の 機能 不良 を 引き起こす ような 摩耗， 破損 等 
—検出器と カム 間の 調整 不良 

A.4 注釈 

〇 ガー ドの 不在が 検出 さ れな いので， ガー ド は 工具な し で 取 り 外す こ と がで きない こと を 必須と する。 
〇 次 を 参照 

-5.2 位置 検出器の 配置 及び 固定 

一 5.3 カムの 配置 及び 締結 




開 

図 A.1 —回転 ガード 付き 



図 A.2 — スライド ガード 付き 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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例 ： 単一 の カム スィッチ を 備えた 電気 インタ ロック 装置 （6.2.1 及び 図 A.3 参照) 
長所 

〇 スィ ッ チア クチ ユエ 一夕に 関して ガードの ポジ ティ ブな 機械的 作動 

〇 スィッチの ブレーク 接点の 強制 開 離 操作 （3.7 参照） 

短所 

〇 次の 場合 危険 側 故障になる。 

—ガード どスィ ツチ 間の 機械的 リ ンクの 故障 
—スィ ツチの 電気 的な バイパス 



ガード 開 




信号 処理 



ガード 閉 




IEC 60617- 7,07-0 卜 09 の 開 離 操作 （附属 書 P 参照 



図 A.3 — 構成 図 



法に よ り 無断での ？ なお， 蛇 載 等 は 禁止 さ れて お り ま す。 
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附属 書 B 

(参考） 

ト ン グスィ ツチ を 備えた ガー ド 操作 式ィ ンタロ ック 装置 

この 附属 書 は， 本体 及び 附属 書 （規定） に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 

B.1 原理 

装置 は 次に よって 構成す る。 
一 回路 遮断 要素 (D) 

一 操作 時に， 回路 遮断 要素 を 開閉す る 機構 （電気装置 は， 強制 開 離 操作， 3.7 参照） 
特殊 形状の 部品 （トング） が 容易に 取り外す ことができな いように ガードに 固定す る （例えば， リベ ッ 
ト 打ち）。 

ト ングを 検出器に 差し込む と， 回路 遮断 要素で は 回路が 接続され る。 

トング を 引き抜く と （ガード を 開く と）， 回路 遮断 要素 を開路 する。 その 機構 は， トングに よって ポジ テ 
イブ モードで 操作され る。 図 B.1 参照。 

B.2 長所 

〇 ガー ドの 小さな 変位で 検出器の 状態が 変化す る。 
〇 特に 次の 使用に 適切で ある。 

一 ガード （ドア） の 開口 端 部 

—工具 を 使用せ ずに 取 り 外す こと がで き る ガー ド 

—ヒンジ 又は ガイ ド なしで 機械に 取り付けられる ガード 

B.3 短所 

〇 ガー ド取 付けの ト ングと は 別の ト ングの 使用に よって 無効 化が 可能と なる。 

B.4 注釈 

無効 化に 対する 方策 は， 5.7.2.2 参照。 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお ります。 




^作 権 法に よ り 無断での 投 製， ^載 等は禁 lh されて おり ます。 
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附属 書 c 

(参考） 

ガードと 起動 • 停止 手動 操作 器 間の 直接 （機械） 的 インタ ロック 

この 附属 書 は， 本体 及び 附属 書 （規定） に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 

c.i 原理 

"起動 • 停止" の 手動 制御 （この場合， レバー） は 引き上げられた 位置に ある 限り， ガードが 開く の を 
防止す る。 レバー を 下げる ことによって， 回路 接続 を ポジティブに 中断す るよう に 装置 は 作動す る （装置 
が 動力 回路の 一部で あれば ァ クチ ユエ 一夕への 動力が 直接 中断され る， 又は 装置が 制御装置 であれば 停止 
指令が 生成され る。）。 レバーが 引き下げられた 位置に あるとき， がー ドを 開ける ことができる。 ガードが 

開いて いる 限り， レバー を 持ち上げる ことができない。 図 C.1 及び 図 C.2 参照。 




記号の 説明 ： 
] レバー 

"起動/停止" レバ— は ガー ドの開 

を 防止す る。 
3 機械的 スト 




図 C.1 一 ガード 閉 



記号の 説明 ： 
1 レバー 
2 閉 方向 

ガード は "起動 z 停止" レバーの 
引上げ を 防止し， 回路 接続の 復旧 
を 防止す る。 

図 C.2 — ガード 開 



C.2 長所 

〇 シンプルで 信頼性が 高い。 特に 動力 式 インタ ロック 装置と して 使用され る 場合 （4.1.2 參 照）。 
C.3 注釈 

〇 レバー （又は その 同等 品） は 予想され る 力に 耐える ように 設計され， 容易に 取り外す ことができない。 
機械的 ス ト ツバに よって ガー ドの行 過ぎ を 防止す る こと。 



著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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附属 書 D 

(参考） 

キヤ プ ティブ • キ 一 インタ ロック 装置 

この 附属 書 は， 本体 及び 附属 書 （規定） に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 

D.1 説明 

スィ ツチ 及び 錠の 組合せ は 機械の 固定 部分に 装着され る。 操作 キー は ガー ドの 可動 部分で 保持され る。 
D.2 原理 

キヤ プ ティ ブ • キー インタ ロック 装置の 操作 原理 は， 次の ガード 開の 操作 シーケンス による。 

a) ハンドル を 回して スィッチ 切 （停止 指令の 生成） 

b) さらに ハン ドル を 回して ガー ド解錠 

c) ガード 開 （キーが 錠から 外れる。） 
図 D.1 参照。 




記号の 説明 

1 スィッチ 及び 錠 

2 スィッチ 

3 錠 

4 キー 付き ハンドル 

図 D.1 — キヤ プ ティブ • キー インタ ロック 装置 



著作権^に より 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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D.3 長所 

〇 ガー ドカミ 開く 前に 回路 遮断 要素 は 確実に 開かれる。 

〇 ガードが ヒンジ 結合 又は 完全に 取り外す ことができる 場合， 特に 適切で ある。 
D.4 注釈 

〇 遅延 ュニッ 卜と 組み合わせる ことができる。 その 結果， 条件付き 解 錠 機能 を もった ガード 施錠 式 インタ 

ロック 装置になる [図 3b 2) に 述べる ような]。 
〇 キー 及び 錠の 位置 合わせ は， キーが 錠に 差し込まれる 前に ブッシュ を 介して 位置 決め ピン を 設ける こと 

で 容易になる。 



^作 栴法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 



25 

B 9710 ： 2006 (ISO 14119 ： 1998) 



附属 書 E 

(参考） 

トラップ ド • キー インタ ロック 装置 



この 附属 書 は， 本体 及び 附属 書 （規定） に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 



トラップ ド • キー インタ ロック 装置 は， 制御 要素と ガードに 取り付けられた 錠 （ガード 錠） の 間で キー 
の 移動 を 伴う インタ ロック 装置で ある。 

トラップ ド • キー イン 夕 ロック 装置で は， ガード 錠と 錠 付き スィッチ 要素が 分離して いて， 両者 は キヤ 
プ ティブ • キー インタ ロック 装置の ように 一体 構造で 結合 されて いない。 

この システムの 基本的 特徴 は， 抜き差し 可能な キーが， ガード 錠 又は スィッチ 錠の いずれ かに 保持 （ト 
ラップ） される ことで ある。 ガード 錠で は， ガードが 閉じて， かつ 施錠され ると き だけ キーが 抜ける。 こ 
れ によって， ガードから スィッチ 錠に キー を 移動で きる。 スィッチ を 閉じる と キー は 保持され， スィッチ 

が オンの 位置で キー は 抜く ことができない。 図 E.1 参照。 

動力源が 複数 あり， 複数の 回路 遮断 要素 を 作動させる 必要が ある 場合， キー 交換 箱 (D) が 必要で ある。 
キー 交換 箱に すべての キー を 差し込んで 施錠 させない と， 異なる 構成の アクセス キー を ガー ド 錠へ 移動 

する ために 抜く ことができない。 ガードが 複数 ある 場合 は， その 数 だけの アクセス キーが キー 交換 箱に 収 



当該 プロ セス 又は 安全 目的で， 幾つかの 操作 を 所定の 順序で 実施 し な ければ な ら ない 場合， 各 段階で 移 
動 キーが 錠に 施錠され てから 別の 移動 キーと 交換され る。 キー 交換 箱 は， 錠と 一体にす る こと もで きる。 



E.2 長所 

〇 ガードと 制御システムが 離れて いても イン テグ リ ティ （完全 性） が 低下し ない。 

〇 すべての ガードに 1U 気配 線 をし なくて よい。 

〇 ガードが 悪 環境に 置かれて いる 場合に 適して いる。 
〇 ガードが 撤去 されても 使用で きる。 

〇 機械に 複数の 動力源が ある 場合， 動力 式 インタ ロックに 特に 適して いる。 

〇 人が 囲い 込まれる ような 防護 区域への 接近に 対して， 個人用の キー を 持た す ことができる。 



E.1 原理 



容 される。 



図 E.2 参照。 




図 E.1 —基 本 ダイヤグラム 



お : 作 権 法に 1 1 無断での 祝 製， 転載 等は禁 ih さ れて お り ま す。 
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D 




匸 



O A 1 



O A 2 



O A 3 



D 







f 、 




( 



記号の 説明 

A( A 1( A 2t A 3 ) 
B 

1 1 1 
〇 




CO o o 



A〗 



0A 2 



0A 3 



注'' 



ガード 錠 
回路 遮断 要素 錠 
キー 

キー 保持な し 錠 
キー 保持 あり 錠 

キー 交換 箱 は， 1 台の ガードが 2 台 以上の 機械， 又は 2 台 以上の ガードが 
1 台の 機械の 制御 に インタ ロックされ ている 場合に 必要と される。 . 
図 E.2 — 時間 遅延 装置 (C) 及び キー 交換 箱 a) (D) の 例 



E.3 短所 

〇 接近 を 急 ぐ 必要が ある 場合に は 適して いない。 
〇 スペア キーに よって 無効 化される （5.7.1 参照)。 



E.4 注釈 

〇 回路 遮断 要素が 開路 してから ガー ドの解 錠 ま での 遅延 時間 は キーの 持ち運びに 要す る 時間 だ けで あ る 
(必要なら 時間 遅延 装置に よって 増やせる。）。 



苦 作 権 法に より 無断での 複製， 転載， は 禁止され ております。 
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附属 書 F 

(参考） 

プラグ • ソケット インタ ロック 装置 （プラグ • ソケットの 組合せ） 

この 附属 書 は， 本体 及び 附 M 書 （規定） に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 

F.1 原理 

プラグ を 抜く ことによ る 回路 遮断。 

プラグ 及び ソケット （又は ベース） は， 一方の 部分 力ま 機械 上に 据え付けられて， 他方の 部分が ガード 上 
に 据え付けられる ことによって， イン 夕 ロック 装置と して 使用され る。 図 F.1 及び 図 F.2 参照。 

F.2 長所 

シ ン プルで あ る が ゆえの 信頼性 

F.3 短所 

頻繁な 接近 を 必要と する アプリ ケ ーショ ン に は ， 一般的 に 適切で はない。 



1 




注記 プラグが ソケットから 抜かれて いると き， ピン 及び ソケットに 接近 可能で ある。 したがって， ガードが 開 
いている ときに リ 一 ド線を 使って 回路 を 接続す る こ と は 容易で ある。 この 方法の 無効 化 を 防止す る 一 つの 
方策 は， マルチ ピン コネクタ を 使用す る ことで ある。 マルチ ピン 配線が 複雑な ため， ガードが 開いて いる 
ときに 回路 を 正 し く 接続す る こと が 困難で あ る 。 

図 F.1 —変 形 型 a) ヒンジ （回転） ガード 



^作 権 法に より 無断での 「製， 転載 等 は 禁止され ております。 





IJ 



注記 1 ガードが 閉じて， プラグが ソケットに 差し込まれた ときに， プラグの 

二つの ピ ンが結 線 さ れて 回路が 閉路す る 。 
注記 1 ガー ド が 開 いている ときに プラグ は ガードに 固定された まま で， かつ， 

ガードが ソケッ トを 覆い隠す ので， ソケッ 卜の 中に 短絡 プラグ を揷入 

し て 回路 を 再び 閉路す る こと がで き ない。 



図 R2 — 変 形 型 b) 横 スライド ガード 



「リ -R 



著作権法 により 無断での 複製， 転 ™ マ は 禁止され ております。 
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附属 書 G 

(参考） 

2 重の カム 位置 検出器 を 備えた ガード 操作 式 インタ ロック 装置 

この 附属 書 は， 本体 及び 附属 書 （規定） に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 

G1 原理 

一方の 検出器が ポジティブ モードで 作動す る。 もう 一方 は， 非 ポジティブ モードで 作動す る （5.1 及び 図 

參 照)。 

G.2 長所 

〇 検出器の 二重 化に よって 単一 不具合の 場合の 危険 側 故障 を 回避で きる。 

〇 冗長の 構成 部分の ダイ バー シティ （多様化） によって， 共通 原因 故障の リスク を 低減で きる。 
〇 非 ポジティブ 作動の 検出器に よって， ガードの 不在 を 検出す る。 

G3 注釈 

〇 監視 をし なければ， 一方の 検出器 は 不具合が 生じても， 他方の 検出器 カ诡険 側 故障 を 起こす まで 検出され 
ない ままで ある。 




図 — ポジティブ モー ド 及び 非 ポジティブ モー ド 位置 検出器 を 備えた 
ガードと 共同す る インタ ロック 装置 



著作権法 によ り 無断での'' 1， 酝載等 は 禁止され ております。 
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例 2 重力 ムス イッチ を 備えた^ 気 インタ ロック 装置 （6.2,2 及び 図 G2 参照) 

ガード 開 



ガード 閉 




自動 監視 を 含む 信号 処理 
(可能なら） 



(-^) IEC 6061 7- 7,07-07-09 に 従った 開 離 操作 （附属 書 P 参照) 
図 — 2 重力 ムス イッチ を 備えた 電気 インタ ロック 装置 



著作権法 によ り 無断での Ma'i 転、 載 等 は， 1に されて おり ます。 
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附属 書 H 

(参考） 

ガー ド と 可動 要素 間の 機械 ィ ン タロック 装置 

この 附属 書 は， 本体 及び 附属 書 （規定） に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 

H.1 原理 

ガードと 危険な 可動 要素 間の 機械 （直接） インタ ロック （図 H.1 及び 図 H.2 参照）。 機能の 確実性 はガ 
一 ド 施錠 式ィ ン タロック ガー ドの 機能に 依存す る。 




2 



記号の 説明 

I ガード 閉 

2 可動 要素 フリー 状態 

可 動 要素が 休 止 状 態 で な レ ^ 
限り， ガード は閉 位置に ロッ 

ク される。 

図 H.1 — ガード 閉 




記号の 説明 
1 ガード 開 

2 可動 要素 ブロック 状態 

ガー ドが閉 位置で な く なる 
と， 可動 要素 は ブロックされ 

る。 

図 H.2 —ガード 開 



H.2 注釈 

〇 用途 は 非常に 単純な 機構に 限定され る。 

〇 可動 部分の 手動に よる 位置 変更が， ガード を 開く ために 必要と される 場合が ある。 



^作 権 法に より 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ており ます。 
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附属 書 J 

(参考） 

磁気 （磁石） スィッチ を 備えた 電気 イン 夕 ロック 装置 

この 附属 書 は， 本体 及び 附属 書 （規定） に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 
J.1 原理 

コード 化された 磁石が ガー ドに 取り付けられて， ノーマル オープン 及び ノーマル クローズの リー ドス ィ 
ツチに 作動す る。 図 J.1 参照。 



J.2 長所 

〇 コンパクト。 外部に 可動 部分がない。 
〇 じんあい （塵埃)， 液体への 高い 抵抗 性。 
〇 清潔に 保つ ことが 容易。 

J.3 短所 

〇 電磁 妨害に 敏感。 

〇 接点の ポジ ティ ブ開 離が 不可。 

〇 過 電流の 場合， 接点 溶 着 を 起こし 得る。 



ガード 開 



コード 化された 
磁石 





ガード 閉 



信号 処理 
(自動 監視 を 含む。） 



図丄 1 一 磁気 スィ ツチ を 備えた 電気 ィ ンタロ ック 装置 

J.4 注釈 

〇 上の 短所に よって， 磁気 スィッチが 各 開閉 サイクルで 自動的に チヱ ックが 行われる ようにし， 力、 つ， 過 

電流 保護 を 備える こと を 必要と する （6.3.5 参照)。 
〇 作動に， コード 化された 磁石の 要求に 合わせて 装置 を 設計す る。 これによ つて 簡単な 方法での 装置の 無 

効 化 を 防止す る。 



お作^^に おり 無断での 轆虢 あは 禁止され ております。 
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附属 書 K 

(参考） 

2 重の 近接 検出器 を 備えた 電気 インタ 口 ック 装置 

この 附属 書 は， 本体 及び 附属 書 （規定） に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 

K.1 原理 

D, 及び CM ま 金属 部分 （この場合， ガード） を 検出で きる 近接 検出器で ある （図 K.1 参照)。 



ガード 開 




自動 監視 を 含む 信号 処理 



図 K.1 一 2 重の 近接 検出器 を 備えた 電気 インタ ロック 装置 

K.2 長所 

〇 可動 部分な し 

〇 じんあい （塵埃）， 液体への 高い 抵抗 性 
〇 清潔に 保つ ことが 容易 
〇 コンパ ク ト 

K.3 短所 

〇 電磁 妨害に 対して 敏感。 

〇 接点の ポジ ティ ブ開離 操作が 不可。 

〇 過 電流 保護が 確実な もので なければ， 危険 側 故障 を 引き起こす 接点 溶 着の 可能性が ある。 
K.4 注釈 

〇 ガードが 開いて いる 限り， は 隠される ので， 簡単な 手段で この 検出器の 無効 化 を 防止す る。 
〇 インタ ロック 装置に 全 く 異な る 技術 特性 を も つ 二つの スィ ツチ を もつ こと が 長所 と な り 得る。 そ れに よ 
つて， 誤動作 を 生じる ような 事象 は 二つの スィッチに 同時に 影響す る こと は ほとんどない （これ は "共 
通 原因 故障" を 防止す る ダイ バー シティ （多様化)， 又は 異種の 冗長 化と して 知られて いる。）。 



著作権法 により 無断での 複製， 転 L; に： 止されて おります。 
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附属 書 L 

(参考） 

空圧 • 液 圧 インタ ロック 装置 

この 附属 書 は， 本体 及び 附属 書 （規定） に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない 

単一 及び 2 重の 液 圧 • 空圧 ィ ン タロッ ク 装置 を 用いた 構成 例 を 示す （図 L.1 及び 図 L.2 参照)。 
閉 . 閉 





開 



開 



図 し1 一 ガードに よる 単一 バルブの ポ 
ジ ティ ブ モー ド 作動の 単一 回路 遮断 

要素 （バルブ） 



図 L.2 — 2 重の 回路 遮断 要素 （バルブ） 




乍 怖 法に 1 1 無断での^ 製， 転載 等は禁 I ト: さ れて お ります。 
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3 



記号の 説明 
I ガード 開 

2 機械 ァ クチ ユエ ータへ 
3 ガード 閉 

• 2 個の 独立した インタ ロック 装置 （A 及び B) 力 待設けられる。 A は 電気 制御 回路 （自動 監視 付き） に 作動し， B は 液 
圧 回路に 作動す る （動力 回路の 直接 遮断が 可能な 場合の 動力 式 インタ ロック， 4 丄 2 参照)。 

図 し3 — 八 イブ リット （電気 及び 液 圧） インタ ロック 装置 

L.1 注釈 

ハイ ブリット インタ ロック 装置 は， 同一 技術に よる 構成 部分の "共通 モード 故障" （例えば， 同一 原因に 
よる 同時 故障） を 誘発す るお それの ある 非常に 過酷な 環境 条件に おいて 特に 重要で ある。 共通 モード 故障 
に は， 例えば， 高温 条件 下で 運転す る 機械の 導体 絶縁 層の 溶融 又は， 電気 的 若しくは 電磁 的 妨害の 影響 下 
での 二つの 近接 検出器の 同時 故障が ある。 



A 




山 



B 



著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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附属 書 M 

(参考） 

スプリング 施錠/動力 解 錠 を 備えた ガードと 共同す る インタ ロック 装置 

この 附属 書 は， 本体 及び 附属 書 （規定） に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 

M，l 変形 型 A ： ガードの 位置 及び 解 錠 位置 を 別々 に 検出す る ことによって インタ ロック 機能 を 確実に す 
る 

原理 

Q は ガードの 位置 を 検出す る。 C 2 は 施錠の 位置 を 検出す る （図 M.1 参照）。 

危険 源が 消失した ときに 錠が 開く ように タイ ミン グ 装置 （タイマ） 又は 停止 検出 装置に よって 制御す る 
ことができる。 




閉 



Q 及び C 2 はいずれの 技術 を 用いた 検出器で もよ い （4.3 参照）。 
図 M.1 — ガード 位置の 個別 検出 
M.2 変形 型 B ： 施錠 位置 だけ を 検出す る ことによって 確実な ものと する インタ ロック 機能 
原理 

単一の 検出器 (C) が 施錠 位置 を 検出す る 際， ガードの 位置 も 監視す る。 ただし， 前提と して "ガード— 施 
錠— 接点 (C)" の 組立の 良い 設計 及び 構成に よって "C は ガードが 閉じないなら 閉路で きない" という 条件 
が， 厳格， かつ， 信頼性 を もって 遂行され る 場合で ある （図 M.2 参照）。 

危険 源が 消失した ときに 錠が 開く ように タイ ミン グ 装置 （タイマ） 又は 停止 検出 装置に よって 制御す る 
ことができる。 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 



37 

B9710 ： 2006 (ISO 14119 ： 1998) 



C はいずれの 技術 を 用いた 検出器で もよ い （4.3 参照)。 
図 M.2 — ガード 位置の 単一 検出 

M.3 注釈 （両 例に 対して 有効） 

ガード 閉の 状態に 保持す るた めの 錠の 作動に， 電磁 式， シ リンダ 式な どい かなる 装置 を 使用しても， フ 
エール セーフ 条件 を 確立して いる こと が 必須 である。 すなわち， 動力の 供給が 絶た れても 錠 は ガード を 不 
動の 位置に 維持して いる。 




著作^法に より 康 断での …"- % 転載 等 は 禁止され ており ます。 
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附属 書 N 



手動 操作 遅延 装置 を 備えた 施錠 式 インタ 口 ック 装置 

この 附属 書 は， 本体 及び 附属 書 （規定） に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 

N.1 原理 

ねじ 切りされ た ピン を 手で 回す [条件な し 解 錠， 図 3b 1) による]。 スィッチ 開と ガード 解 錠 間の 経過 時 
間 は 危険な 機能 力 H 亭止 する ための 時間よ り 長 くなる よう に 決定され る。 

ガー ドが 開いて いると き， ピンが 再度 回されて スィ ツチ 接点が 閉じる の を ガー ドは 防止す る。 
図 N.1 参照。 

N.2 長所 

シ ン プルで あ る が ゆえの 信頼性 






開 



記号の 説明 

1 ガード 

2 位置 検出器 



図 N.1 — 手動 操作 遅延 装置 を 備えた 施錠 式 インタ ロック 装置 




著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 はん ik されて おります。 
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附属 書 P 

(参考） 
参考文献 

この 附属 書 は， 本体 及び 附属 書 （規定） に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 

[1] IEC 60947-5-3:2005 Low-voltage switchgear and controlgear ― Part 5-3: Control circuit devices and 

switching elements ― Requirements for proximity devices with defined behaviour under fault conaitions (PDF) 
[2] IEC 60617-7:1983 Graphical symbols for diagrams — Part 7: Switchgear, controlgear and protective devices 



著作権法 により 無断での : " ―"" ！， ^ 載 等 は 禁止され ております。 
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JIS B 9710： 2006 

(ISO 14119 ： 1998) 

機械 類の 安全性 一 ガー ド と 共同す る インタ 口 ック 装置 一 
設計 及び 選択の ための 原則 
解 説 



この 解説 は， 本体 及び 附属 書に 規定' 記載した 事柄， 並びに これらに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 規 

定の 一部で はない。 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集' 発行す る もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団法人 
日本規格協会へ お願いします。 

1 制定の 趣旨 

この 規格 は， ISO (International Organization for Standardization 国際 標準化 機構） 規格の 14119:1998， Safety 
of machinery ― Interlocking devices associated with guards ― Principles for design and selection に & —っレ 」飞 作成 

した 日本工業規格 である。 

なお， この 規格の 発行 は， この 版が 初めてで あり， ISO で 発行され る 安全 規格 を WTO/TBT 協定の 観点 
から 早期に 日本工業規格と して 制定す る 必要性に かんがみ， この 規格 を 制定した。 

2 制定の 経緯 

この 規格 は 平成 14 年度に 社団法人 日本 機械工業 連合会 を 審議 団体と する 原案 作成 委員会 （箇条 5 参照） 
において 作成した 原案に 基づいて 制定した。 

なお， 対応 国際規格に 基づいた 日本工業規格 はこれ までに 作成して おらず， この 制定が 初めての もので 
ある。 ， 

3 審議 中に 特に 問題と なった 事項 

この 規格の 対応 国際規格 では 本体 中に EN (欧州 規格） 規格が 参照され ており， その 取扱いに ついては， 
日本工業規格 として 適切 か 不適切 かの 議論が あった。 ただし， これらの EN 規格 は， ウイーン 協定に 基づ 
き， ISO として 制定され， また， ISO は， この 規格と 同時に JIS 化された ことから J1S を 引用した。 

4 規定 項目の 内容 
4.1 全般 

この 規格 は， 国際 安全 規格 系の タイプ B 規格に 相当し， この 規格の 原則 及び 仕様 は， 他の タイプ B, 夕 
ィ プ C 規格で も 共通に 使用す る ことが 要求され る。 
4.2 用語 

4.2.1 タイトル "ガードと 共同す る インタ ロック 装置" 

対応 国際規格の タイ トルから は "ガード 附属の インタ ロック 装置" 又は "ガードと 共同す る インタ ロッ 
ク 装置" となる カ^ その 意味 は ガードと インタ ロック 装置の 組合せ を 示して いる ことから， この 規格の 原 

解 1 

著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお ります。 
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案 段階で は "ガード インタ ロック 装置" とした カミ， JISC 審議に よって， "ガードと 共同す る インタ ロック 
装置" と 修正され た。 
4.3 規定 範囲 

4.3.1 こ の 規格 は 条件 付 き インタ ロック 装置と 条件な し インタ ロック 装置と から な る 。 条件 付 き イン 夕 口 
ッ ク 装置と は， 表 1 でも 示される よ う に， 例えば 可動 部の 惰性 回転の よう な 危険 源 除去の 保護 方策 を 意味 
し， 回転 停止 検出に 基づく インタ ロック 装置 又は タイマー による 遅延 装置 （5.6) の 利用 を この 規格で は 示 
している。 惰性 回転 に対する タイマーの 利用 では， ブレーキ 性能 に対する リスク アセスメント を 必要と し 
ており， 予測され る 停止時間の 信頼性と して 最大 時間が 設定され るべき ことになる。 

4.3.2 図 3 に インタ ロック 装置の 機能 に関して ダイ ャ グラムが 示される。 このうち の 条件な し 解 錠の 3 状 
態ィ ン タロック 装置の 構造 例 を こ の 解説 図 1 に 示す。 同 図で は ノーマル クローズ タイ プの ド ァ 解錠シ ス テ 
ムと， ノーマル オープン タイプの ドア 解 錠 システムが 示して ある。 この 規格で は 図 2a) に基づいて ドア 解 
錠 システムが 構成され なければ ならない。 すなわち， 解説 図 1 (a) では ソレノ イドに 電流が 供給され ると 
き ドアロックの 解 錠が 許可され （Kl:OFF)， ドア 開に よって 電気 的に 電気 接点 K2 が 強制的に 開路 される。 
解説 図 1 (b) では ソレ ノィ ドに 電流が 供給され ると き ドアロックの 状態が 維持され， 電流が 供給され なく 
なると， パネの 力で ドアロックが 解 錠され る。 このため， ソレノ イドの '[は 流が 供給され ない とき はいつ で 
も ドアロック は 解 錠され てし まう。 この 規格で は （a) の 方法 を 推奨して いる こ とになる。 

なお， 同 図 は 附属 書 M の M.1 に基づいて， 解 錠 状態と ドア 位置の 検出 を 電気 接点 Kl， K2 で 各々 示し 
ている。 

4.4 引用 規格 

本体 中で 引用され る 国際規格， EN 規格 は 対応 JIS を 引用す る ことと した。 
4.5 表 3 ： ポジティブ モード 及び 非 ポジティブ モードの 位置 検出器の 作動 

ポ ジ テ ィ ブモ 一 ド の 機械的 作動 構造が 示 される。 この システム では 外部 か ら 操作す る 力 が 内在す る ばね 
の 力に 逆らって ァ クチ ユエ 一夕 に 作用 して 危険な 機械の 作動 を 禁止 し ， 外部 か ら の 操作 力が な いとき その 
ばねの 力で 危険な 機械の 作動 を 許可す る ことと なる。 この 規格の 施錠 装置で は， 図 2 で 示される とおり 3 
通りの 施錠/解 錠の 方法のう ちで， a) の 施錠 ノ 解 錠の 方法 は， ばねの 使用に よって 施錠 状態と して 人の ガ 
ード内 アクセス を 禁止し， 動力に よる 解 錠 状態で ガード 内で 危険 を 伴う 行為が 許可され る。 この場合， 表 
3 における ポジ ティ ブ モー ドの 機械的 作動 構造と 図 2 における ガー ドの解 錠 方法に 共通す る 概念 は， 両者 
共に 作業 者の 安全性 確保が 高 レベルの エネ ルギ 供給に よって 実施され る 点に ある。 も し， 高 レベルの エネ 
ルギが 供給され ない 場合， いずれの システム も 作業 者 は 危険 を 伴う 行為 を 実施す る ことができず， また， 
ばねの 力に よ つ て 機械の 危険な 機能の 実行が 許可 さ れる ことになる。 
4.6 附属 書 

附属 書 A ， B で 示される 位置 検出器 は 電気 接点の 開路 操作に 対して ポジティブな 機械的 結合が 示される 

点 （結合に， てこの 原理が 使用され ていない。） が 重要で ある。 

附属 書 D の キヤ プ ティ ブの キーと は， キーが ガードに 取 付けされ ている こ と を 意味して いる。 

附属 書 E の トラップ ド • キー は キー がガ 一 ド に 取 付 け されて 固定 さ れず， 移動で きる ような インタ ロッ 

ク 装置で ある。 

附属 書 F における 図 F.1 の コネクタ は， マルチ ピンに する こ とに よって クリ ップ 等に よる 悪質ない たず 
らを 防止す ると ともに， コネクタの リー ド線は 安全性 確保 上 か ら その 長さが 定まる こと に 留意すべき であ 
る。 また， 図 F.2 は， ガード 固定の コネクタが ガード 内部と 一致 するとき， はじめて 電気回路が 閉路され 
る システム である。 図 F.1 及び 図 F.2 はと もに， 電気 的に は JISB 9960-1:1999 を 満たさなければ ならない。 

解 2 

著作権法に より. 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお ります。 
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附属 書 J の コード 化された 磁石と は， 磁石の N — S の 組合せ を 意味し， それによ つて 悪質ない たずら 防 
止と インタ ロッ ク 装置の 個別化 を 行った ィ ン タロック システム である。 

附属 書 K は ガー ド 自体が 金属製で ある 場合， 又は ガ一 ドに 金属製 板 を 備える 場合の 金属 検出 を 用いた ィ 
ン タロック 装置で ある。 

附属 書 G， 附属 書 J とともに 附属 書 K は 2 重 系 を 構成して おり， 場合によって J1S B 9705-1:2000 によ 

る 安全性に 関する 性能 評価 を 示す 必要が 生じる。 
附属 書 M は 図 2a) に 基づく インタ ロック 装置で ある。 

附属 書 N は タイマー を 用いた 図 3b 2) に 適用で きる ィ ン夕 ロック 装置で ある。 



解 3 
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解説 図 1 



ドア 口 ッ ク 



ドア ロッ ク 解除 



ドア 開放 



(a) 

ノーマル クロ一 ズ形 
パネで 口 ッ ク 
動力で 口 ック 解除 
(ソ レノィ K) 






動力 （ソ レノィ ド） 



OFF (無 励磁） 



ON (励磁) 



ON (励磁) 



ロック 検出 



接点 Close 



接点 Open 



接点 Open 



ガー ド 位置 検出 



接点 Close 



接点 Close 



接点 Open 



(b) 

ノーマル オープン 形 
動力で 口 ッ ク 

(ソ レノィ ド） 
パネで 口 ック 解除 






動力 （ソ レノィ ド） 



ON (励磁) 



OFF (無 励磁) 



OFF (無 励磁） 



口 ッ ク 検出 



接-点 Close 



接点 Open 



接点 Open 



ガ一 ド 位置 検出 



接点 Close 



接点 Close 



接点 Open 



龙 
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5 原案 作成 委員会の 構成 表 

原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 

JIS B 9710 原案 作成 委員会 構成 表 



(委員長) 
(委員） 
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彦 
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社団法人 日 本 機械工業 連合会 
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舞 田 靖 司 社団法人 日本 機械工業 連合会 
宮 崎 浩 一 社団法人 日本 機械工業 連合会 
岩 田 実 社団法人 日本 機械工業 連合会 

(文責 宮崎 浩ー） 
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白 紙 
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